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され 336、多様性に基づく AA は終期が曖昧であるため、合衆国最高裁が否
定する可能性が高いと評されていた 340。だが、ミシガン大学ロー・スクー
ルの入学者選抜の AA の合憲性が問題とされた Grutter 判決 341 で、オコナ
裁判官法廷意見は、Bakke 判決のパウエル裁判官の意見に大きく依拠して、
厳格審査を適用しながらも、学生構成の多様性による AA の正当化を認め





を理由に 344、高等教育機関の入学者選抜の AA を正当化した 345。差別の救









多様性に基づく AA は利益が費用を上回る場合にのみ、正当化される 352。
多様性は過去とは関係なく 353、将来思考の考え方であり、利益が費用を上
回る場合に AA が正当化され続け 354、AA に終期がなくなる 355。多様性に
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固定観念や偏見が消えたときに AA は必要なくなり 388、それが完遂する
まで AA は継続し 389、多様性には論理的終結点がある 390。合衆国のような
流動性のある社会では、人種間の不均衡が自然と生じ、偏見や固定観念が再





















充足や地域の問題の解決の為に AA の対象者となる 403。


















AA は永続化する 418。支持者は AA が一時的であることを前提にするが、
合衆国の人口構成の変化は AA の擁護に深刻な問題を生じさせている 419。 






る。移民 421、ヒスパニック 422、混血 423 の人々が AA の対象者となるのかは
議論がある。
黒人は奴隷制を経験したことから、他のグループの差別の経験とは質的に
異なり 424、社会経済的に不利な状況にある 1 つの原因は奴隷制の遺産であ








































任務は修正第 1 条の特別な関心であり 448、「大学が我々の憲法上の伝統にお























制約なしに AA が続けられる可能性がある 465。
（2）Fisher Ⅱ判決
テクサス大学オースティン校の人種を意識する入学者選抜策の合憲性が問
題とされた Fisher Ⅰ判決 466 で、ケネディ裁判官法廷意見はオコナ裁判官の
理解する厳格審査を否定し、大学の判断を目的審査では敬譲するが手段審査
では敬譲しない厳格審査の下で合憲性を審査すべきとし 467、事例を差し戻








































AA の永続化は公衆による強力な反発を招き 484、AA の永続的是認によっ
て合衆国最高裁の正統性が揺らぐため、合衆国最高裁は、AA がカラーブラ
インドの達成までの「過渡的」にすぎないことを望む 485。AA の潜在的な危
険性から（Ⅲ）、合衆国最高裁は AA の「一時的」性質を強調し 486、差別の
救済により AA を正当化する場合には、差別の影響が是正されたときに AA
は終了し（Ⅳ１）、多様性により AA を正当化する場合には、多様性から生
じる利益が必要なくなったときに AA は終了する（Ⅴ２）。だが、AA の終
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了にどのくらいの時間が必要であるのかの判断は難しい 487。中間派の裁判






Grutter 判決に至るまでオコナ裁判官はいずれの判決で AA を否定してい
たが 488、Grutter 判決で多様性による AA の正当化を是認した 489。オコナ裁
判官は、AA の恒久的な正当化は「基本的な平等保護の原則を害する」490 と
したうえで、現在までにマイノリティの社会的地位は向上し、25 年後には、





ない 494。かつて、支持派の裁判官は AA が 100 年単位で必要だと表明した
が 495、オコナ裁判官は AA を否定的に捉えるため、それよりも短い期間を
設定した 496。


























する 511。故に、中間派であるケネディ裁判官は、AA は「現在から 25 年経
てば必要なくなる」のではなく、違法になると描いた 512。ケネディ裁判官
は希望や目標ではなく、そこに至れば違憲となる地点だとし、オコナ裁判官
と比べて 25 年の制限を厳密に理解した 513。オコナ裁判官は「単なる希望の
表明以上に強力なシグナルを送ろうと欲して」おり 514、終結点の「目標」



















永続的な理由に基づく AA の使用を許容する可能性があると批判する 526。
レンキスト首席裁判官は多様性は無期限な理由だと考えて、オコナ裁判官が
時間的制約のない理由に基づいて AA を権威づけたと主張した 527。
３　支持派の認識
AA に肯定的な学説でも、終了日の指定や AA の必要性の定期的な審査の
要求によって、判断形成機関は AA を時間的に制約すべきとし 528、AA に
肯定的な者でも、人種にブラインドな基準を使用する日が達成されるべきと
し 529、AA が一時的であることを強調した 530。
肯定的な学説は、マイノリティへの価値の切り下げと誤解をなくす動きが





533、25 年以内に AA がなくなるのかは非常に不明瞭だと考える 534。ギンス
バーグ裁判官は、平等が達成されるまで AA を続けるべきとし 535、期限と
平等の達成を明確に結びつけた 536。この見解では、偏見や固定観念の消滅
が完遂するまで AA は継続する 537。
オコナ裁判官とは異なり、ギンスバーグ裁判官はいつ AA が必要なくな
るのかを（単なる格言であったとしても）具体的期限を示さない。ギンスバ
ーグ裁判官は AA に肯定的な立場であり、Bakke 判決のマーシャル裁判官
のように必要な時間を長く捉える 538。
期限を明示しないことは、AA が実際には永続するという疑いへと多くの








の AA の終了は、人種的不均衡を拡大するとされる 542。肯定的な学説は、
AA の停止は人種間の不均衡を生じさせるため、カラーブラインドの理想は
達成できず 543、AA がカラーブラインドな社会を目指すのに必要だと考え 544、
支持派の裁判官もこのような見解を示した 545。人種的不均衡をなくすために、





が改善される可能性は低く 549、25 年では不十分だとされる 550。25 年以内に











だけ早期に AA を終了させたいことから 25 年の制限を示しており（Ⅵ２）、
他方で肯定派は 100 年単位での AA の継続が必要だと考えた（Ⅵ３）。故に、
肯定派は 25 年の制限について、早期に終了させたいという意図を批判した
と考える。






とを促した 559。AA の終了期限が明示されたことで、合衆国最高裁は AA
の正当化理由の再考を求められた 560。
AA に肯定的な学説でも、終了日の指定や AA の必要性の定期的な審査に
よって、判断形成機関は AA を時間的に制約すべきと示された 561。AA が









官は、基本的には AA が憲法上疑わしいという考えに基づき、AA の再評価
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